
認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第６号

【別表C（１）（使途不特定財産額の保有制限の判定）】
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～ 基本（過去５年間の平均値）
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この様式では、使途不特定財産額が、使途不特定財産額の保有上限額を超えていないことを確認します。
使途不特定財産額は、以下の計算により算定します。

※対応負債の額とは、控除対象財産に直接対応する負債の額とその他の負債のうち控除対象財産に按分された負債の合計額です。
　なお、控除対象財産から対応負債の額を控除するのは、借入金等によって資産を取得している場合には、負債が二重で減算されることになってしまうた
めです。

１．使途不特定財産額の計算に必要な数値の作成（下記３．及び４．に必要な数値を作成します。）

資産の部  負債の部

控除対象財産の額
（C(2)控除対象財産の額（Ａ～Ｆの合計）から転記）

1 3,142,374,101 控除対象財産に直接対応する負債の額 5

使途不特定財産額＝資産－（負債＋一般社団・財団法人法第131条の基金）－（控除対象財産－控除対象財産の対応負債の額※）－予備財産額

固定資産（控除対象財産以外）の額 3 0 固定資産（控除対象財産以外）に直接対応する負債の額 7

流動資産（控除対象財産以外）の額 2 40,914,964 流動資産（控除対象財産以外）に直接対応する負債の額 6 447,280

10 447,280

純資産の部

一般社団・財団法人法第131条の基金の額 11

引当金勘定の合計額 8

その他負債（各資産に直接対応しない負債）の額 9

負債の合計額

資産計 4 3,183,289,065 負債の部及び純資産の部合計 14 3,183,289,065

指定純資産の額 12

一般純資産の額 13 3,182,841,785

円

2021/4/1 2022/3/31 80,952,085 円 円

２．使途不特定財産額の保有上限額の計算

事業年度（過去５年間）
公益目的事業の実施に要した

費用の額に準ずる額
15

2020/4/1 2021/3/31 81,733,086 円 レ 72,347,877

円

2023/4/1 2024/3/31 77,872,621 円
（当該事業年度又は前事業年度を選択する場合理由を記載）

2024/4/1 2025/3/31 42,250,579 円

2022/4/1 2023/3/31 78,931,015 円

20

商品等の原価を予め費用計上していない場合のみ
商品等譲渡に係る原価相当額

17 財産の譲渡損、評価損等の額 21

当該事業年度 45,055,426 円

損益計算書上の公益目的事業に係る事業費（一般純資
産及び指定純資産に係るもの）の額

16 45,055,426 公益実施費用額から控除する引当金の取崩額

0 円

計 19 45,055,426 控除額計 23 0

公益充実資金の積立額
（A(5)-1 ４表合計から転記）

18 0 円 公益充実資金の取崩額　（A(5)-1 ４表合計から転記） 22

負債　10欄 25 447,280 対応負債の額　39欄 28 0

３．使途不特定財産額の計算

資産　4欄 24 3,183,289,065 控除対象財産の額　1欄 27 3,142,374,101

使途不特定財産額　24欄-25欄-26欄-27欄+28欄-29欄
（0以下の場合は0）

30 40,467,684

一般法人法
第131条の基金　11欄

26 0 予備財産額 29 0

４．控除対象財産に対応負債の額の計算（次の２つの方法のうちいずれかをリストから選択してください。）

公益法人認定法施行規則第36条第7項の方法

公益法人認定法施行規則第36条第7項の方法 公益法人認定法施行規則第36条第8項の方法

控除対象財産の額　1欄 31 3,142,374,101 控除対象財産の額　1欄 31

指定純資産の額　12欄 33 0 指定純資産の額　12欄 33

控除対象財産に直接対応する負債の額　5欄 32 0

引当金勘定の合計額　8欄 35 0 引当金勘定の合計額　8欄 35

31欄-32欄-33欄 34 3,142,374,101 31欄-33欄 34 0

その他負債の額　9欄（10欄-35欄-36欄と同額）+11欄 37 0 その他負債の額　10欄+11欄-35欄 37 0

各資産に直接対応する負債の額　5欄+6欄+7欄 36 447,280

対応負債の額　32欄+34欄×37欄/(37欄+38欄) 39 0 対応負債の額　34欄×37欄/(37欄+38欄) 39

一般純資産の額 38 3,182,841,785 一般純資産の額 38 0

使途不特定財産額の保有上限額の超過の有無 42 適合

使途不特定財産額の保有上限額 40

【判定結果】

使途不特定財産額の保有上限額　15欄 40 72,347,877

使途不特定財産額　30欄 41 40,467,684

＜欄外＞事業年度が１年でない場合の第40欄の記入欄



認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第６号等

【別表C（２）（控除対象財産）】

円 円 円 円 円

（※）公益目的保有財産のうち、公益充実資金の取り崩し又は剰余金の解消策として取得したものがある場合には、公益充実資金の取り崩し又は解消額とした額を明らかにする必要があります。

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

webコンテンツ等

10 電話加入権
生駒市高山町8916-12

公益目的事業の用に供している
（その他固定資産）

300,664 円 0 円 0 円 0 円 300,664 円
14回線

円 0 円 2 円9 ソフトウェア
生駒市高山町8916-12

公益目的事業の用に供している
（その他固定資産）

2 円 0 円 0

映像設備、中央監視盤他

8 什器備品
生駒市高山町8916-12

公益目的事業の用に供している
（その他固定資産）

182,485 円 0 円 0 円 0 円 182,485 円
パソコン、厨房設備他

円 0 円 321,601 円7 機械装置
生駒市高山町8916-12

公益目的事業の用に供している
（その他固定資産）

321,601 円 0 円 0

定期預金

6
助成基金（投資有価
証券）

みずほ証券
運用益を公益目的事業の財源とし
ている（特定資産）

100,679,823 円 479,875 円 0 円 0 円 100,199,948 円
円建外債

円 0 円 0 円5 助成基金（定期預金）
南都銀行登美が丘支店

運用益を公益目的事業の財源とし
ている（特定資産）

10,000,000 円 10,000,000 円 0

鉄筋コンクリート造、4階建て、
5451.20㎡

4 助成基金（普通預金）
南都銀行登美が丘支店

運用益を公益目的事業の財源とし
ている（特定資産）

19,320,177 円 0 円 479,875 円 0 円 19,800,052 円

普通預金

円 0 円 562,555,782 円3 建物
生駒市高山町8916-12

1～2階と4階の一部を公益目的事
業の用に供している（特定資産）

573,950,792 円 11,395,010 円 0

１．公益目的保有財産（継続して公益目的事業の用に供する公益目的事業財産）

番号 財産の名称
場所 財産の使用状況

（概要、使用面積、使用状況
等）

帳簿価額

南都銀行登美が丘支店
運用益を公益目的事業の財源とし
ている（基本財産）

0 円

不可欠
特定財産 公益充実資金の取り崩し又は剰

余額の解消策に充てた額の管
理（※）

面積、構造、物量等 前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末 取得時期

定期預金

2 投資有価証券
野村證券他

運用益を公益目的事業の財源とし
ている（基本財産）

1,200,000,000 円 200,000,000

200,000,000 円1 定期預金

社債、円建外債等
円

0 円 200,000,000 円 0 円

円 0 円 0 円 1,000,000,000

２．法人活動保有財産（公益目的事業に必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産）

番号 財産の名称
場所

事業区分
（収、管） 財産の使用状況

（概要、使用面積、使用状況
等）

帳簿価額

面積、構造、物量等 事業番号 前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末

計（A） 1,904,755,544 221,874,885 200,479,875 0 1,883,360,534

1 普通預金

南都銀行登美が丘支
店

管 運用益を管理運営費の財源として
いる（基本財産）

普通預金
円

南都銀行登美が丘支
店

管 運用益を管理運営費の財源として
いる（基本財産）

200,000,000

0 円 374,891937,247 円 562,356 円 0 円

定期預金

計（B） 1,266,292,771 107,841,560 100,562,356 0 1,259,013,567

円 300,000,000 円円 0 円 100,000,000 円 02 定期預金

0 0 0 0 0

３．公益充実資金（A（５）より）

帳簿価額（C)

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末

４．資産取得資金（公益以外の法人活動保有財産の取得又は改良）（C（３）より）

番号 資金の名称 収・管
帳簿価額

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末

円

円

円 円 円円

円円 円 円

計（D） 0 0 0 0 0

3 投資有価証券
野村證券他 管 運用益を管理運営費の財源として

いる（基本財産）
599,062,753 円 100,000,000 円 562,356 円 0 円 499,625,109 円

社債、円建外債等

4 建物

生駒市高山町8916-
12

管 3階、4階の一部を収益事業と管理
運営の用に供している（特定資産）

350,307,199 円 7,279,204 円 0 円 0 円 343,027,995 円
鉄筋コンクリート造、4
階建て、5451.20㎡

収1

5 運営基金（定期預金）

南都銀行登美が丘支
店

管 運用益を管理運営費の財源として
いる（特定資産）

115,000,000 円 0 円 0 円 0 円 115,000,000 円
定期預金

6 機械装置

生駒市高山町8916-
12

管 収益事業及び管理運営の用に供
している（その他固定資産）

482,400 円 0 円 0 円 0 円 482,400 円
映像設備、中央監視

盤他
収1

7 什器備品

生駒市高山町8916-
12

管 収益事業及び管理運営の用に供
している（その他固定資産）

182,508 円 0 円 0 円 0 円 182,508 円
パソコン、厨房設備

他
収1

8 電話加入権

生駒市高山町8916-
12

管 収益事業及び管理運営の用に供
している（その他固定資産）

300,664 円 0 円 0 円 0 円 300,664 円
14回線 収1

9 保証金

生駒市高山町8916-
12

管 管理運営の用に供している（その
他固定資産）

20,000 円 0 円
AED機器

0 円 0 円 20,000 円



円 円 円 円 円

６．指定寄附資金（交付者の定めた使途に充てるために保有している財産）

円 円 円 円 円

（※）公共通、公１、公２、収１、管 等

円 円

円 円 円

５．特定費用準備資金(公益以外の特定の活動の実施)（C（４）より）

番号 資金の名称 収・管
帳簿価額

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末

円

円円 円 円円

計（E） 0 0 0 0 0

円円 円 円

円

番号 資金の名称
区分
（※）

交付者の定めた使途
帳簿価額

前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末

円円 円 円

円 円 円 円 円

<参考値>

1から６の財産の合計額
期末（公益）

1,883,360,534

控除対象財産の額（Ａ～Ｆの合計）
前期末 期末

3,171,048,315 3,142,374,101

計（F） 0 0 0 0 0

期末（公益以外）

1,259,013,567

総合計

3,142,374,101



認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第６号及び第８号

【別表C（5）（公益目的事業継続予備財産）】

1 円

2 円

3 円

4 円

円 円

円

円 円

円 円

円 円

円

円 円

円 円

円 円

公益目的事業継続予備財産を保有する場合には、以下の事項について記載ください。

①保有の必要性

公益目的事業継続予備財産を保有する必要性を記載ください。以下のⅰ～ⅳの観点からの御説明が考えられ
ます。
ⅰ　公益法人の事業内容、ⅱ　資産及び収支の状況、ⅲ　災害その他の予見し難い事由の発生により想定され
る公益目的事業の継続が困難となる事態、ⅳ　不測の事態に備えた平時の取組

②限度額 円 上記①の必要性に基づき必要となる金額とその理由・根拠を記載ください。

③公益目的事業継続予備財産額
使途不特定財産額の計算において控除される予備財産額は、「上記②限度額」又は「使途の定まっていない公
益目的事業財産（対応する負債を除く）の額」のいずれも超えることはできません。

②限度額
使途の定まっていない公益目的事業財
産（対応する負債を除く）の額（※）

公益目的事業継続予備財産額

円

（※）使途の定まっていない公益目的事業財産（対応する負債を除く）の額＝公益目的事業会計の資産額（対応する負債を除く）－公益
目的事業会計の控除対象財産（対応する負債を除く）の額で算定

公益目的事業会計の資産額 1,883,360,534

公益目的事業会計の負債額

0 円 0 円 ⇒ 0

0

公益目的事業会計の控除対象財産額 1,883,360,534

公益目的事業会計の控除対象財産の対応負債の額 0

公益法人認定法施行規則第36条第7項の方法
（公益目的事業会計に係るものを記載）

公益法人認定法施行規則第36条第8項の方法
（公益目的事業会計に係るものを記載）

控除対象財産の額　3欄 31 0 控除対象財産の額　3欄 31

控除対象財産に直接対応する負債の額　Ｃ（１）5欄のうち公益
目的事業会計に係る額 32

指定純資産の額 33 指定純資産の額 33

31欄-32欄-33欄 34 0 31欄-33欄 34 0

引当金勘定の合計額 35 引当金勘定の合計額　9欄 35

0

各資産に直接対応する負債の額　C(1)5欄+6欄+7欄のうち公益
目的事業会計に係る額 36

その他負債の額　2欄-35欄-36欄 37 0 その他負債の額　2欄-35欄 37

0

一般純資産の額 38 一般純資産の額 38

対応負債の額　32欄+34欄×37欄/(37欄+38欄) 39 0 対応負債の額　34欄×37欄/(37欄+38欄) 39


